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１．平成18年12月中間期の業績（平成18年７月１日～平成18年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月中間期 6,316 (△1.2) 515  (　39.3) 526 (　38.1)

17年12月中間期 6,395 ( 10.8) 369 (△20.4) 380 (△20.1)

18年６月期 11,839 733 756

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年12月中間期 289 (　28.5) 24 90

17年12月中間期 225 (△18.1) 19 14

18年６月期 413 35 42

（注）①期中平均株式数 18年12月中間期 11,612,868株 17年12月中間期 11,757,886株 18年６月期 11,686,234株

②会計処理の方法の変更　無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月中間期 7,925 4,034 50.9 347 41

17年12月中間期 6,158 3,743 60.8 322 34

18年６月期 7,434 3,832 51.6 330 02

（注）①期末発行済株式数 18年12月中間期 11,612,749株 17年12月中間期 11,613,777株 18年６月期 11,613,042株

②期末自己株式数 18年12月中間期 629,525株 17年12月中間期 628,497株 18年６月期 629,232株

２．平成19年６月期の業績予想（平成18年７月１日～平成19年６月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 12,252  853  460  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　39円63銭

３．配当状況

・現金配当  １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年６月期 8　00 8　00 16　00

19年６月期（実績） 8　00 －
 16　00

19年６月期（予想） － 8　00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の６ページを参照して下さい。
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７．中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末の
要約貸借対照表

(平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  524,812   1,100,845   1,275,569   

２．受取手形 ※３ 372,370   283,680   317,548   

３．売掛金  1,831,060   2,235,904   1,465,698   

４．未成イベント支出金  763,049   446,868   581,579   

５．未収入金 ※２ 1,537,553   2,626,209   2,537,303   

６．その他  55,864   167,971   167,283   

流動資産合計   5,084,710 82.6  6,861,480 86.6  6,344,984 85.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 91,983   76,007   83,869   

２．無形固定資産  25,236   20,353   23,740   

３．投資その他の資産           

　(1)投資有価証券  309,568   332,603   311,278   

　(2)その他  646,668   635,363   670,535   

投資その他の資産合
計

 956,237   967,966   981,814   

固定資産合計   1,073,457 17.4  1,064,327 13.4  1,089,424 14.7

資産合計   6,158,168 100.0  7,925,807 100.0  7,434,408 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  1,435,954   1,669,674   1,139,626   

２．関係会社買掛金  188,279   328,728   88,013   

３．短期借入金 ※４ －   1,000,000   1,420,000   

４．未払法人税等  135,641   195,792   250,116   

５．未成イベント受入金  185,819   80,274   153,922   

６．役員賞与引当金  －   15,048   24,500   

７．その他  291,144   425,141   335,533   

流動負債合計   2,236,838 36.3  3,714,660 46.9  3,411,711 45.9

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  63,846   72,680   71,277   

２．役員退職慰労引当金  113,892   104,097   118,862   

固定負債合計   177,738 2.9  176,778 2.2  190,140 2.5

負債合計   2,414,576 39.2  3,891,438 49.1  3,601,852 48.4
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前中間会計期間末
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末の
要約貸借対照表

(平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   948,994 15.4  － －  － －

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  1,027,376   －   －   

資本剰余金合計   1,027,376 16.7  － －  － －

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  22,845   －   －   

２．任意積立金  1,700,000   －   －   

３．中間（当期）未処分
利益

 459,722   －   －   

利益剰余金合計   2,182,567 35.4  － －  － －

Ⅳ　土地再評価差額金   △27,642 △0.5  － －  － －

Ⅴ　その他有価証券評価差
額金

  26,835 0.5  － －  － －

Ⅵ　自己株式   △414,541 △6.7  － －  － －

資本合計   3,743,591 60.8  － －  － －

負債・資本合計   6,158,168 100.0  － －  － －

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  948,994 12.0  948,994 12.8

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  －   1,027,376   1,027,376   

資本剰余金合計   － －  1,027,376 13.0  1,027,376 13.8

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  －   22,845   22,845   

(2）その他利益剰余
金

          

別途積立金  －   2,000,000   1,700,000   

繰越利益剰余金  －   451,988   555,707   

利益剰余金合計   － －  2,474,833 31.2  2,278,552 30.7

４．自己株式   － －  △415,262 △5.3  △415,058 △5.6

株主資本合計   － －  4,035,942 50.9  3,839,865 51.7

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価
差額金

  － －  26,068 0.3  20,332 0.3

２．土地再評価差額金   － －  △27,642 △0.3  △27,642 △0.4

評価・換算差額等合
計

  － －  △1,573 △0.0  △7,309 △0.1

純資産合計   － －  4,034,368 50.9  3,832,556 51.6

負債純資産合計   － －  7,925,807 100.0  7,434,408 100.0

－ 35 －



(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   6,395,826 100.0  6,316,036 100.0  11,839,605 100.0

Ⅱ　売上原価   5,712,093 89.3  5,450,805 86.3  10,457,867 88.3

売上総利益   683,733 10.7  865,231 13.7  1,381,737 11.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※6  313,808 4.9  350,003 5.5  648,135 5.5

営業利益   369,924 5.8  515,227 8.2  733,602 6.2

Ⅳ　営業外収益 ※1,6  26,461 0.4  30,058 0.5  41,582 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※2,6  15,491 0.2  19,256 0.3  18,537 0.2

経常利益   380,894 6.0  526,029 8.4  756,646 6.4

Ⅵ　特別利益 ※３  12,800 0.2  － －  12,800 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４  － －  11,363 0.2  － －

税引前中間(当期)
純利益

  393,694 6.2  514,666 8.2  769,446 6.5

法人税、住民税及
び事業税

 127,000   193,000   366,500   

法人税等調整額  41,644 168,644 2.7 32,480 225,480 3.6 △10,999 355,500 3.0

中間（当期）純利
益

  225,050 3.5  289,185 4.6  413,945 3.5

前期繰越利益   234,672        

中間配当額   －        

中間(当期)未処分
利益

  459,722        
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年６月30日　残高
（千円）

948,994 1,027,376 1,027,376 22,845 1,700,000 555,707 2,278,552 △415,058 3,839,865

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立（千円）     300,000 △300,000    

剰余金の配当（千円）      △92,904 △92,904  △92,904

中間純利益（千円）      289,185 289,185  289,185

自己株式の取得（千円）        △204 △204

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）（千
円）

         

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

    300,000 △103,718 196,281 △204 196,076

平成18年12月31日　残高
（千円）

948,994 1,027,376 1,027,376 22,845 2,000,000 451,988 2,474,833 △415,262 4,035,942

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年６月30日　残高
（千円）

20,332 △27,642 △7,309 3,832,556

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立（千円）     

剰余金の配当（千円）    △92,904

中間純利益（千円）    289,185

自己株式の取得（千円）    △204

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）（千
円）

5,735 － 5,735 5,735

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

5,735 － 5,735 201,812

平成18年12月31日　残高
（千円）

26,068 △27,642 △1,573 4,034,368
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前事業年度（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年６月30日　残高
（千円）

943,567 1,021,972 1,021,972 22,845 1,400,000 653,775 2,076,620 △263,671 3,778,489

事業年度中の変動額

新株の発行（千円） 5,426 5,404 5,404      10,831

別途積立金の積立（千円）     300,000 △300,000   －

剰余金の配当（千円）      △187,613 △187,613  △187,613

役員賞与の支給額（千円）      △24,400 △24,400  △24,400

当期純利益（千円）      413,945 413,945  413,945

自己株式の取得（千円）        △151,387 △151,387

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）（千円）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

5,426 5,404 5,404  300,000 △98,068 201,931 △151,387 61,375

平成18年６月30日　残高
（千円）

948,994 1,027,376 1,027,376 22,845 1,700,000 555,707 2,278,552 △415,058 3,839,865

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成17年６月30日　残高
（千円）

7,988 △27,642 △19,653 3,758,835

事業年度中の変動額

新株の発行（千円）    10,831

別途積立金の積立（千円）    －

剰余金の配当（千円）    △187,613

役員賞与の支給額（千円）    △24,400

当期純利益（千円）    413,945

自己株式の取得（千円）    △151,387

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）（千円）

12,344 － 12,344 12,344

事業年度中の変動額合計
（千円）

12,344 － 12,344 73,720

平成18年６月30日　残高
（千円）

20,332 △27,642 △7,309 3,832,556
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1)有価証券

　　子会社株式

(1)有価証券

　　子会社株式

(1)有価証券

　　子会社株式

 　　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

同　左

　　その他有価証券

　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

同　左

　　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　 同　左

時価のないもの

　 同　左

 (2)デリバティブ 

 　　時価法

(2)デリバティブ 

同　左

(2)デリバティブ 

同　左

 (3)未成イベント支出金

個別法による原価法

(3)未成イベント支出金

同　左

(3)未成イベント支出金

同　左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　９～47年

工具器具備品　３～15年

(1)有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　５～47年

工具器具備品　２～15年

(1)有形固定資産

　同　左　

 (2)無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用)につい

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

(2)無形固定資産

同　左

(2)無形固定資産

同　左

 (3)長期前払費用

均等償却

耐用年数は５年であります。

(3)長期前払費用

均等償却

償却期間は３～５年であります。

(3)長期前払費用

　同　左

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1)貸倒引当金

同　左

(1)貸倒引当金

同　左

 (2)役員賞与引当金

 ─────

(2)役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に充て

るため、支給見込額に基づき計

上しております。

(2)役員賞与引当金

同　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の金額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(3)退職給付引当金

　同　左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の金額に基づき、当事

業年度末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。

 (4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金

　同　左

(4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同　左 同　左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

　消費税等の会計処理

同　左

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える

影響はありません。

   

   ──────    ──────  （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　この変更により、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税引前当

純利益が24,500千円減少しております。

   

   ──────    ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金

額は3,832,556千円であり、この変更に

よる損益に与える影響はありません。

　なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末
(平成18年６月30日)

※１．有形固定資産の減価償

却累計額

102,830千円       126,010千円    115,004千円

※２．ファクタリング方式に

より譲渡した売上債権の

未収額

1,536,322千円       2,563,894千円      2,531,917千円

※３．中間期末日満期手形の

処理について

　───── 　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期日満期手形が

中間期末残高に含まれておりま

す。

受取手形　　　　　　12,337千円

─────

※４．当座貸越契約及び貸出

コミットメントについて

当社においては、機動的な調達

手段の確保により手元流動性を圧

縮し、資金効率を高めることを目

的として、取引銀行５行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの

契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当社においては、機動的な調達

手段の確保により手元流動性を圧

縮し、資金効率を高めることを目

的として、取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの

契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当社においては、機動的な調達

手段の確保により手元流動性を圧

縮し、資金効率を高めることを目

的として、取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの

契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりでありま

す。

 当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

3,150,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,150,000千円

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

2,900,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 1,900,000千円

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

3,150,000千円

借入実行残高 1,420,000千円

差引額 1,730,000千円

５．保証債務 （イ）㈱ティー・ツー・クリエイ

ティブのリース契約に係る債

務保証

───── ─────

 114千円   
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

※１．営業外収益のうち重要

なもの
   

受取利息 4千円  6千円  8千円

受取配当金 15,504 23,034 16,882

投資事業組合分配金 5,984 － 17,926

    

※２．営業外費用のうち重要

なもの
   

支払利息 3,012千円     5,970千円      6,106千円

手形等売却損 4,614 259 5,253

出資損 － 7,777 －

※３．特別利益のうち重要な

もの
   

 　　 貸倒引当金戻入益 12,800千円      －千円 12,800千円

※４．特別損失のうち重要な

もの
   

過年度従業員給料 －千円 11,363千円      －千円

５．減価償却実施額    

有形固定資産 12,825千円       11,006千円       27,137千円

無形固定資産 4,265 4,234 8,702

    

 ※６．  　従来、販売費及び一般管理費で処

理しておりましたイベントプランナー

ズスクールに関わる費用について、

受取受講料（営業外収益）との対応

関係を考慮し、営業外費用で処理す

ることといたしました。この結果、

従来の方法に比較して、販売費及び

一般管理費は2,770千円減少し、営業

外費用及び営業利益はそれぞれ2,770

千円増加しております。

 

 

 ─────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　当社は、当中間会計期間より、イ

ベントプランナーズスクールに関わ

る収益と費用を営業外損益で処理す

ることといたしましたが、当該損益

は、採用や広告宣伝業務に関連して

発生する側面が強くなっており、当

事業年度より、販売費及び一般管理

費の「その他」で純額処理すること

といたしました。この結果、従来の

方法に比較して、販売費及び一般管

理費、営業外収益はそれぞれ1,278千

円減少し、営業利益は1,278千円増加

しております。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 

 当中間会計期間（自平成18年７月１日　至平成18年12月31日）

 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式（注） 629,232 293 ― 629,525

合計 629,232 293 ― 629,525

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加293株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

 前事業年度（自平成17年７月１日　至平成18年６月30日）

   自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式

数（株）

当事業年度減少株式

数（株）

当事業年度末株式数

（株）

 普通株式（注） 382,387 246,845 ― 629,232

 　　　　     合計 382,387 246,845 ― 629,232

 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加246,845株は、株式会社ジャスダック証券取引所における市場買付け及び単

　　　 元未満株式の買取りによるものであります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 工具器具備品

取得価額相当額 21,524千円

減価償却累計額
相当額

14,968千円

中間期末残高相
当額

6,555千円

 工具器具備品

取得価額相当額      13,820千円

減価償却累計額
相当額

     10,543千円

中間期末残高相
当額

     3,277千円

 工具器具備品

取得価額相当額     13,820千円

減価償却累計額
相当額

      9,161千円

期末残高相当額      4,659千円

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

　未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

　未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,373千円

１年超 3,464

合計 6,837

１年内      2,917千円

１年超 546

合計 3,464

１年内     2,874千円

１年超 2,016

合計 4,890

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 3,302千円

減価償却費相当額 3,089

支払利息相当額 176

支払リース料      1,490千円

減価償却費相当額 1,382

支払利息相当額 63

支払リース料   5,337千円

減価償却費相当額 4,985

支払利息相当額 264

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　同　左

４．減価償却費相当額の算定方法

　同　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。

５．利息相当額の算定方法

　同　左

５．利息相当額の算定方法

　同　左

 （減損損失について）

 　リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

 （減損損失について）

 　同　左

  （減損損失について）

　同　左

②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末（平成18年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成18年６月30日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１株当たり純資産額

322円34銭

１株当たり純資産額

   347円41銭

１株当たり純資産額

   330円02銭

１株当たり中間純利益

19円14銭

１株当たり中間純利益

  24円90銭

１株当たり当期純利益

  35円42銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

19円14銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

  24円88銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

 35円41銭

（注）　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

１株当たり中間（当期）純利益

項目
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

中間（当期）純利益 225,050千円        289,185千円        413,945千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

（うち利益処分による役員賞

与金）
 　　　　　　（―） 　　　　　　 （―）  　　　　　　（―）

普通株式に係る中間（当期）

純利益
225,050千円        289,185千円        413,945千円

期中平均株式数 11,757,886株         11,612,868株        11,686,234株
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潜在株式調整後の１株当たり中間（当期）純利益

 

項目
前中間会計期間

（自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

中間（当期）純利益調整額 ― ― －

普通株式増加数 2,160株      11,488株     5,027株

（うち新株予約権） (2,160株) (11,488株) (5,027株)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

平成13年9月26日開催の第

25回定時株主総会決議に基

づく新株引受権

35,490株

平成14年9月26日開催の第

26回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

592個（76,960株)

平成16年9月24日開催の第

28回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

300個（30,000株）

 平成17年9月26日開催の第 

 29回定時株主総会決議に基

 づく新株予約権

 4,407個（440,700株）

  平成17年9月26日開催の第 

 29回定時株主総会決議に基

 づく新株予約権

　　  1,300個（130,000株）

平成13年9月26日開催の第

25回定時株主総会決議に基

づく新株引受権

      33,800株

平成14年9月26日開催の第

26回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

512個（66,560株)

平成16年9月24日開催の第

28回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

300個（30,000株）

 平成17年9月26日開催の第 

 29回定時株主総会決議に基

 づく新株予約権

　　  1,300個（130,000株）

平成13年9月26日開催の第

25回定時株主総会決議に基

づく新株引受権

 35,490株

平成14年9月26日開催の第

26回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

520個（67,600株)

平成16年9月24日開催の第

28回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

300個（30,000株）

平成17年9月26日開催の第

29回定時株主総会決議に基

づく新株予約権

1,300個（130,000株）

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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